
専門家で構成するＮＰＯ法人による空き家総合相談事業（NPO法人あいち空き家修活相談センター）

課題と目的 豊田市には18,000軒以上の空き家があり、今後毎年増加していく状況である。地区毎に空き家率の濃淡が
あり、中山間地域だけでなく市街地地域においても突出して空き家率の高い地区がある、それぞれの地域
で個別特有の課題があるが、今後の予防策として空き家及び空き家予備軍の所有者に対して、適切な管理
に係るワンストップの支援が必要である。

取組内容 ①空き家の所有者と空き家への入居希望者の相談窓口
②空き家及び空き家予備軍の調査業務と訪問相談業務
③空き家の相談セミナー・ワークショップの実施
④専門家SNSサイトの構築と運用

成果 ①空き家の所有者と空き家への入居希望者の相談窓口を設置した。
②空き家及び空き家予備軍の調査業務の実施とモデル団地での相談業務を実施した。
③定期的な空き家の相談セミナー・ワークショップの実施した。
④専門家SNSサイトを構築しと一部運用を進めた。

取り組み内容

行政と連携しながら各種専門家による相談事業を立ち上げることで、自治体を超えた圏域での空家相談に対応した。
また、将来的に空家予備軍が生まれないためにそのフォローとして、専門家によるセミナー事業をモデル地区で実施した。
（次年度以降は各地域課題に呼応したセミナーを定時開催していｊく）
セミナー開催にあたっては豊田市内からの各専門家が登録できるSNSサイトを構築し、各問題に対して各専門家が対応できるシス
テムを構築した。

主な実績

SNSサイト http://secondlife-toyota.jp/



課題と目的
空き家相談員（担い手）育成や相談体制の整備、運営ノウハウを他の地域でも検討していくことを目的とし
て実施する。広域での相談体制の整備を検討していき相談窓口の実現性を高める。空き家相談員（担い手）
の人材不足に対して、経験の浅い人材を育成する問題や課題の整理、新規相談窓口に未経験者を配置する際
の研修に関する検討・専門家や専門団体にトリアージする際の仕分け方の整理も必要であると考えた。

取組内容
①新人相談員の育成課題の検討・専門団体へのトリアージ（仕分け）の検討・管理不全空家等の調査研修
②地域の専門家等との連携体制の構築（未整備地域と広域連携検討地域）と検討
③専門家への取次相談案件事例収集と分析

成果
①新人空き家相談窓口相談員のスキル向上
②管理不全空家・危険空家に関する（特定空家予備軍）などの調査・対応研修の実施
③新人相談員研修と空き家相談窓口対応マニュアル・相談案件のトリアージに関する事例集の作成

取 組 内 容

●新人相談員の育成に関する検討
課題整理から育成に必要な基本情報の整理

●管理不全空家・危険空家の相談に対応するための研修
建築士による現地研修を3回実施。危険空家の状況確認から調査

実施までの流れや報告の際の注意点などの講習

●「空き家相談員育成マニュアル」の作成
空き家相談未経験者を想定した育成の流れの検討とマニュアル

の作成を行った。

【地域の専門家等との連携体制の構築】
■専門団体へのトリアージ（仕分け）手順に関する検討

【奈良県桜井市】
専門家と連携したワンストップ窓口の仕組みはあるが、実務を

行う上での運用・規定などを検討

■地域の専門家等との連携体制の構築
【奈良県大和郡山市・岩手県釜石市】

新規に相談体制を検討する地域と自治体広域での相談体制を
整備の検討をする地域で調査検討の実施

■専門家への取次相談案件事例収集と事例集の作成
日々相談窓口に寄せられる相談を専門家や専門団体に取次

している事から、他の地域でも参考となるよう事例をまとめ
分析し、事例集にまとめた。

主 な 成 果 物

■空き家の相談員育成マニュアル●管理不全・危険空家に関する調査・対応研修

■地域の専門家等との連携体制の構築 調査検討

相談窓口に日々寄せら
れる相談をトリアージ
（仕分け）し専門家と
協力して問題解決を
行っている内容を事例
集として取りまとめた。

地方における空き家相談窓口開設・空き家相談員育成モデル事業（NPO法人空き家コンシェルジュ）



空き家ネットワークみえ ワンストップ人材育成(空き家ネットワークみえ）

課題と目的 相談者が聞きたい内容について分かりやすく分類した相談ブースを設置し、１
つの相談ブースで多くの内容を聞く事ができる相談形態を構築する。
＜空き家相談会スキーム＞
そのために、相談員の質の向上を目指す＜ワンストップ人材育成＞

取組内容 ①空き家無料相談会の開催、相談対応 ②空き家に関係するフォーラムの
同時開催 ③相談会開催時に第5ブースとして資料掲示、解説相談を行う。
④各団体の相談員に向けた研修会を開催。

成果 ①空き家無料相談会の開催 ②フォーラムの同時開催 ③第５ブース、テー
マを決め資料掲示、解説や相談を受付ける。④相談員向け研修会開催

①空き家無料相談会の開催
四日市市、鈴鹿市、津市、松阪市、伊勢市、鳥羽市、志摩市

②空き家に関係するフォーラムの同時開催
テーマ：「相続について」、「空き家の処分・利活用のために」、

「事例で楽しく学ぶ相続」
講 師：司法書士会、建築士事務所協会、行政書士会

③相談会開催時に第5ブースとして資料掲示、解説相談を行なった。
テーマ：インスペクション、耐震診断、既存住宅の建物状況

調査の概要 等
④各団体の相談員に向けた研修会を開催。
テーマ：空き家問題と土地家屋調査士の関わり
講 師：土地家屋調査士会



官民が連携した正確で詳細な空き家情報公開の仕組み構築（空き家利活用支援協議会）

課題と目的 地域専門家が業務として取り組むことができる空き家対策ワンストップサービスの仕組みづくりを行い、
正確で詳細な空き家情報を収集・公開するプラットフォームを構築する

取組内容 ①空き家調査に係る宅建業者等の専門家の負担を軽減する仕組みの構築、
②個人情報保護を考慮して情報を連携する仕組みの構築、
③自治体の瑕疵担保責任を軽減する仕組みの構築、
④空き家バンクシステムと効率的に連携した運用体制の構築

成果 福島市と福島市における空き家等対策に関する連携協定団体が連携するプラットフォーム案を作成

空き家対策に関する問題点 本協議会の取り組み

中間法人
（社団法人・NPO等）

委
託

連
携

空き家対策プラットフォーム
事業として活動できない
・価格が安い、売買が成立しない等、経費倒れになる可能性
が高いため宅建業者が扱いにくい

・自治体に協力する専門家がボランティアを強いられるケース
も多い（継続的な協力体制が構築・維持できない）

・宅建業者等の専門家との役割分担が不明確

情報の質・量の不足
・自治体職員は専業、専門ではないため、掲載物件情報の
質、量が不足しており購入者が判断できない

・自治体外の人の目に留まりにくい

リスクがある
・売買された物件に瑕疵が存在した場合、自治体が訴訟の
対象となるリスクがある（佐久市、豊岡市等）

・個人情報漏洩のリスクがある

空き家バンクは氷山の一角
・自治体が苦慮している空き家問題の多くは、空き家バンク
掲載以前の案件が多い（権利関係、接道、苦情等）

連携協定

自治体と専門家
の役割分担の
明確化により
空き家バンク
掲載以前の

案件にも対応

空き家対策の

ワンストップサービス
委託により、

ボランティアに
ならない仕組み

（継続的に実施できる
体制）を実現可能

相談や苦情の
内容により、

各団体へ振分

定められた
ルールに則り
各専門家に

フィーを支払い



課題と目的 多岐にわたる空き家対策の課題を解決し、その流通を促進するために、地域や行政と連携し、多様な専門家で組織
した相談窓口を運営していき、空き家やこれから空き家となる可能性のある者に対し、ワンストップで問題解決に導く
手続きやサポートができる体制を構築することを目的とする。

取組内容 ①市民の相談を受け付ける場の提供・その広報活動
●市と協定締結した相談窓口の運営 ●相談会の開催 ●相談窓口の広報活動

②相談員の研鑽
●研修会の開催 ●情報の共有

③行政や地域との連携
●空き家対策検討委員会を開催 ●地域で活動している他団体との連携や協力 ●学生の研究への協力

④空き家の予防やその啓蒙活動
●市民セミナーの開催 ●企業出前講座

成果 ①相談窓口の運営 ②相談マニュアル作成 ③アンケートの集計 ④相談会の実施

⑤広報・啓蒙活動（HP・フリーペーパー広告・公用車広告・パンフレット等）

大牟田市における地域・行政と連携した空き家相談窓口運営
及び空き家コーディネーター育成事業 （ありあけ不動産ネット協同組合）

取り組み内容

大牟田市と協定を締結し相談窓口を運営
行政と民間の専門家が連携し、相談者の
問題解決にあたる。
研修会を通じ、相談員の質の向上に努める
行政職員と定期的に空家対策検討委員会
を開催し窓口運営や流通困難物件の解決
策を模索。

窓口の周知・広報活動・・・パンフレット HP 市広報誌 フリーペーパー等
各種団体との連携・・・大牟田市居住支援協議会 終活ケアプラザありあけ

相談員の派遣 学生への研究協力
予防や啓蒙活動・・・市民向けセミナーの開催 企業出前講座の開催

企業出前講座の様子 空き家空き地相談窓口

成果

相談窓口の運営・・・延べ500件以上の相談を受付
相談会の開催・・・年4回（25組 10組 16組 14組）の相談を受付
研修会の開催・・・ランドバンク事業の研修 民法改正に関して研修
行政・各種団体との連携及び相談員の派遣・学生への研究協力

予防・啓発活動・・・市民向けセミナー 企業出前講座
広報物の作成・・・パンフレット フリーペーパー広告 市公用車広告



実践型空き家活用PR事業（空き家活用徳島モデル事業） （一般社団法人アンド・モア）

課題と目的 徳島県内の空き家対策に関する情報を整理し、活用事例の紹介を通して、空き家活用の可能性を
見える化。建築士会など士業とも連携し、ノウハウや情報共有を行うことで、空き家の利活用促進
を図る。

取組内容 ①相談員や専門家の研修・育成
②空き家相談の実施
③県内の空き家活用に関する情報収集ととりまとめ
④県内の空き家活用に関する情報共有とアーカイブ

成果 ①相談員や専門家の研修・育成のための勉強会＆セミナー実施
②ショッピングモールでの空き家相談の実施
③県内の空き家活用実例を取りまとめた冊子作成
④活動周知のため、ウェブメディアでのPRと動画作成

①相談員や専門家の研修・育成 自治体の担当者を対象とした研修会を県西、県央、

県南の三カ所にて実施。 また、建築士会や行政書士会、住宅対策総合支援センター

や徳島県と協力し、一般向けの空き家空き家活用セミナーも同時開催。

②相談事務の実施 一般向けに空き家の利活用への啓発や、空き家保有者に向け、

空き家の掘り起こしを目的に県内のショッピングモールで空き家相談会を実施。

③県内の空き家活用に関する情報収集ととりまとめ 各自治体のよって異なる空き家の

利活用対策について情報収集し、活用事例などを紹介する冊子を作成。

④県内の空き家活用に関する情報共有とアーカイブ 県内3ヵ所で実施した空き家活用

セミナーをもとに動画を作成。YouTubeにUP。その他、収集した空き家に関する情報

や記事をウェブ上にアップし、アーカイブした。

■住んでみんで徳島でチャンネル

https://nativ.media/user/tokushima-iju/
■ YouTube
https://www.youtube.com/watch?v=Qp28BnBD4iM



空き家と人のご縁結び事業 （出雲市空き家相談センター）

課題と目的 昨年度設立し た「 Ｎ Ｐ Ｏ 法人出雲市空き 家相談センタ ー」 を 基礎と し 、 今年度も 継続・ 強化するため、 専門家を交えた事例
検討を通し て相談、 マッ チングを 行っ ていく 。 引き 続き 啓発活動を 行い問題意識の醸成に努める。 また、 既存の「 いずも 空き
家バンク 」 の活性化や新たな登録制度の実施検討などを 行い、 問題解決に取り 組む体制の更なる強化を 図るこ と を目的と する。

取組内容 ① 相談者と 解決機関のマッ チング ② 地域活動団体と の連携や活動・ 立上支援 ③ 空き 家、 高齢化問題等に関するセミ ナー
の開催・ 情報発信・ 啓発・ 相談 ④ 空き 家の維持管理事業 ⑤ 空き家等の利活用等に対する情報提供・ 連絡調整等のサポー
ト

成果 ①空き 家相談受付マニュ アル（ 更新版） ②空き 家物件情報管理マニュ アル（ 市を 含む他団体と の手順） ③「 Ｎ Ｐ Ｏ 法人出
雲市空き 家相談センタ ー」 のウェ ブサイ ト による情報発信

【 重点課題徴】
■出雲市と の連携強化、 いずも 空き家バンク の活性化
・ 市が運営する空き家バンク の掲載可能な物件と するために

当センタ ーの相談機能を発揮する
（ 要件ク リ アのためのアド バイ ス等）

■地域活動拠点の多極化
・ 地域活動拠点と の連携や活動・ 立ち上げ支援を行う
・ 多拠点化をするために積極的に外部に働き かけを行う
・ 他の団体、 組織へ連携の働き かけを行う
■「 空き 家予備軍バンク 」 事業創設への取り 組み
・ 空き 家の予備軍と なっ ている、 独居老人宅や高齢者世帯か

ら 将来的に「 空き家バンク 」 に登録するこ と を確認する
「 空き 家予備軍バンク 」 事業への研究・ 準備を行う

空き 家対策シンポジウム
開催 参加者： 150名
◆啓発活動の強化
◆問題意識の醸成
ほか
◆終活セミ ナー開催
◆自治会への説明会

ワンスト ッ プ相談会開催
相談件数： ７ ３ 件
◆相談機能の強化
◆行政と の連携強化
ほか
◆行政相談会へ会員派遣
◆定例会での事案検討

共通カ ルテの作成と ウェ ブ版チェ ッ ク シート
当センタ ーと 市ほか他の組織と で情報を一元
管理でき る体制を造るため、 紙版の共通カ ル
テを作成。 下記物件情報管理マニュ アルと 共
に配布し た。
こ れに加えウェ ブサイ ト から 同様の情報入力
ができ るよう 機能を加え情報入力チェ ッ ク
シート を設置し た。

↓
空き家予備軍バンク 創設へ向けた取り 組み

マニュ アル更新・ 作成
1. 空き 家相談受付マニュ アル（ 更新）
2. 空き 家物件情報管理マニュ アル

（ 市を含む他団体と の手順 新規）
↓

地域活動拠点の多拠点化、 連携先強化
空き家予備軍バンク 創設へ向けた取り 組み



課題と目的 ・小規模不動産特定共同事業を活用して、地域で空き家再生を先導できる人材が不足
・小規模不動産特定共同事業を活用して、まちぐるみで空き家再生に取り組める人材

「空き家再生プロデューサー」を①発掘、②育成するためのツール開発、③サポート

取組内容 ①全国５都市にて、小規模不特を活用した空き家再生に関するセミナーを実施
②空き家再生・事業計画作成を支援する業務支援ツール「ハロリノノート」を開発
③地域で空き家再生活動に取り組むファシリテーターを実務ベースでサポート

成果 ①小規模不特の認知向上、小規模不特事業者登録への啓発活動
②クラウド型業務支援ツール「ハロリノノート（体験版）」の提供開始
③沖縄県では、地域事業者主導で不特を使った古民家再生ファンドを４月に立ち上げ予定

、地域事業者の小規模不特に関する実務リテラシーの向上

小規模不動産特定共同事業者登録サポートプログラム（実践編）（株式会社エンジョイワークス）

日程 開催地 申込人数 参加人数

1月15日 福岡 73 61

1月20日 札幌 33 28

1月28日 大阪 82 63

2月13日 名古屋 46 43

2月17日 岡山 33 31

合計 267 226

Q2. 小規模不特事業者になっ
て、空き家再生ビジネス
に取り組むことに興味が
あるか？

Q1. 小規模不動産特定共
同事業を知っていた
か？

①全国空き家再生セミナー2020開催 ②クラウド型業務支援ツールの開発

空き家再生プロデューサー育成プログラム
（オフライン）

クラウド型業務支援ツール
「ハロリノノート」

（オンライン）

③地域ファシリテーターの実務サポート（一例）

沖縄県八重瀬町プロジェクト

石川県加賀市プロジェクト

温泉街「片山津」にある元マッサ
ージ会館を、みんなの泊まれる
リビングをコンセプトにした宿泊
施設へ再生するプロジェクト。フ
ァンドを活用した資金調達の検
討をサポート中

琉球王朝時代の伝統的な古民
家を、沖縄南部の風習や歴史を
地域住民と一緒に体験・学ぶこ
とのできる地域住民参加型宿泊
施設に利活用するプロジェクト。
地元事業者を中心としたファンド
事業推進チームを組み立て、サ
ポート中



空き 家問題解決の為の健康福祉特化型「 産官学」 連携体制作り 事業（ 大阪府宅地建物取引業協会 泉州支部）

課題と 目的
・ 包括的な相談に対応できる相談体制の整備が不十分であり 、 抑制においては、 空き家相
談がより 多角的に依頼さ れる窓口の確立を目指す。 また、 活用案について、 古典的な空き
家売買等の手法に留まら ない他業種と の連携や幅広い検討手法の確立を目指す。

取組内容
①空き家発生抑制の為の体制構築と 相談会開催 ②空き家利活用に向けた「 産官学」 連携
体制構築 ③空き家情報抽出の為の発信や解決事例取り まと め ④空き家問題解決力の向
上の為の研修

成果
①空き家相談会の実施 ②創業スク ールの実施 ③大学と の連携・ 課題解決のアイ デア抽
出の為のプレゼンの実施 ④HPのリ ニュ ーアル

Copyrig ht©  大阪府宅地建物取引業協会 泉州支部2020/3/24 1

スキーム図と 取組内容

・ 自治体、 社会福祉協議会や民間スポーツク ラ ブ等と 連
携をし た空き 家や相続セミ ナーを通じ た啓発活動並びに
空き 家情報の抽出を行っ た。 また、 産官学連携の空き 家
を活用し た創業支援・ 利活用推進が検討でき る組織体制
の構築と し て、 大学等と 連携し たまち歩き の実施や、 民
間シンク タ ンク 等と 連携し た創業スク ールの実施し た。

主な成果物と 概要

創業スク ール
スポーツク ラ ブと 連携し た

セミ ナー



まちなか空き家相談取次ぎ連携促進事業（大阪府不動産コンサルティング協会）

課題と目的 相談窓口に来ない・来れない空き家所有者等に対する「相談間口の拡大（啓発、接点づくり）」

取組内容 ①「流通性の低い空き家」を対象にした電話相談窓口「空き家相談ホットライン」を運営
②相談に来ない、来れない空き家所有者への「相談間口の拡大（啓発、接点づくり）」
③解決しなければならない課題の多様化に対応できる「相談の受け皿体制の拡充」

成果 ①電話相談対応手引書を作成、電話相談員を研修、空き家相談ホットラインの運営、
面談相談・出前相談を実施 ②取次支援ツールを作成、大阪市24区空き家相談窓口
や大阪市立住まい情報センター等と連携を構築 ③司法書士、弁護士等と連携を構築

取次支援ツールの作成・配布
「地域空き家予防ネットワーク」パンフ

■事業説明・協力要請
・地域包括支援センター
（西成区、阿倍野区、都島区）
・社会福祉士会、区役所、

社会福祉協議会

■取次ネットワークの情報提供
・10月15日 阿倍野区社会福祉

連絡会
・10月15日 北区 連合町会
・12月20日 阿倍野区 連合町会
・ 1月29日 旭区 連合町会
・ 2月20日 都島区、鶴見区、

城東区の連合町会

大阪市立住まい情報センター

電話相談「空き家相談ホットライン」
の運営と電話相談員研修

相談対応件数

取次ネットワーク構築事業セミナー＆相談会
●8月24日

大阪市福島区役所/此花区役所/港区役所
●9月28日

大阪市立住まい情報センター
●10月30日

阿倍野区老人福祉センター
●11月30日

大阪市都島区役所/東淀川区役所/旭区役所

月 件数 月 件数

8 16 12 8

9 25 1 8

10 16 2 11

11 11 合計 95

成年後見センター・リーガルサポート
との連携の模索

都島区・城東区・鶴見区に10,000部を配布、設置。回覧



ライフステージ対応型空き家相談体制整備事業（かごしま空き家対策連携協議会）

課題と目的 • 人口・世帯の減少を背景に今後、加速的に空き家が増加することが見込まれており、対症療
法的な従来の空き家相談対応だけでは限界があることから、空き家発生の未然防止を目的と
したライフステージ対応型の空き家相談体制を整備する

取組内容 • ライフステージに対応した空き家関連相談受付ツール作成と「終活」を見据えた相談プラット
フォームの構築

• 「空き家関連相談受付ツール」の実効性と「相談プラットフォーム」の機能性を確認するための
空き家相談会の開催

成果 • 「ライフステージに対応した空き家関連相談受付ツール」、「「終活」を見据えた相談プラット
フォーム（モデル）」

空き家関連相談受付ツール

ライフステージに対応した問題・課題の整理。相談内容の想定。

相談者の漠然とした相談内容を聞取り、ライフプランに応じた具体的
な課題提起を行う。相談者が気づいてない点をあぶり出す。

適任の専門家又は専門窓口を相談者に紹介。仕分けを行う。

相談プラットフォーム

従来の空き家相談に関する専門家に加えて「終活」を見据
えた相談に対応できるよう、ファイナンシャル、葬儀等の専
門家を含めて構築。

相談ツールとプラットフォームを活用した相談会を
開催し、機能性を確認

• プラットフォームの構成メンバーについて過不足なく機能した。
• スムーズな相談対応や相談者の満足度は相談の内容や相談

者の状況をヒアリングし、ライフステージに応じた検討すべき課
題を提起する受付窓口（案内役）のスキルに左右された。

弁護士、司法書士、行政書士、税理士、遺品整理士、建築士、宅建士、
ＮＰＯ、解体工事業、ファイナンシャルプランナー、住職、行政



空き家の利活用のための相談体制及び人材育成の推進事業
（公益社団法人鹿児島県建築士会鹿屋肝属支部）

課題と目的

取組内容 ①1市4町担当職員や建築士会員の研修(勉強会)の開催、②空き家対策の啓発活動、③空き家対策ポス
ターの作成(100部)、④空き家相談窓口対応マニュアルの作成

成果 ①空き家対策の専門知識向上、②住民対象の空き家対策講演会と無料相談会の開催、③空き家対策ポ
スターの1市4町及び県の公共施設への掲示、④空き家相談窓口対応マニュアルによる手続きの確認

取組内容

●空き家対策検討会の設置
(公社)鹿児島県建築士会鹿屋肝属支部、1市4町（鹿屋市、肝付町、
東串良町、錦江町、南大隅町）、弁護士、司法書士、土地家屋調査
士、宅地建物取引士

●1市4町担当職員及び建築士会員への研修・人材育成
専門家による空き家関連事務と問題点
（弁護士、司法書士、土地家屋調査士、宅地建物取引士）

●空き家対策講演会・無料相談会の開催
・1市4町住民に対し空き家問題や利活用の事例紹介（２回）
・講演会に併せて無料相談会の実施

●空き家関係者へのアンケート実施
・空き家所有者、高齢者世帯(予備軍)、空き家バンク利用者、移住者、
地域おこし協力隊員、自治体職員、不動産業者、講演会来場者

●空き家発生抑制のための啓発
・1市4町及び県の公共施設へのポスター掲示
・空き家相談窓口対応マニュアルの作成

主な成果物

●空き家対策ポスター ●空き家相談窓口対応マニュアル

●アンケート集計表 ●講演会・無料相談会参加者数

アンケート先 件数
空き家所有者 47件
高齢者世帯(予備軍) 16件
空き家ﾊﾞﾝｸ利用者 31件
移住者、地域おこし協力隊 10件
不動産業者 7件
講演会来場者 101件

計 212件

講演会
参加者

数
個別相

談

錦江町文化セン
ター

55人 2名

リナシティかのや 75人 2名

計 130人 4名



専門家・行政と連携した啓蒙セミナー及び個別相談会の充実と、相談員の育成
（（一社）かながわFP生活相談センター）

（１）啓蒙セミナー＆相談会の開催

・集客力を高める為、各市の協力（共催・後援）を得た。

・空き家予備軍も考慮し、セミナーテーマを幅広く設定。

・参加者のアクセスに配慮し、10市12会場で実施。

・参加し易い様、土・日開催、駅近の会場を選定。

＜セミナー＆相談会詳細＞ ＊神奈川県とは全て共催

（２）個別相談会の開催

（3）相談員研修の実施と相談員マニュアルの作成

課題と目的 神奈川県では空き家の増加が続いており、その解消と発生防止が喫緊の課題。その解
決の為、多くの県民を対象に啓蒙活動と個別相談を実施する。

取組内容 ➀各市や企業・専門家と連携し、県民に対し啓蒙セミナーと相談業務を実施。
➁相談業務充実の為、相談員研修を開催し、相談員マニュアルを作成した。

成果 ➀県内各地で計12回啓蒙セミナーを開催し、159名を動員。
➁個別相談者は延べ64組となり、うち数組について実行支援を手掛けている。
➂「相談事例集」「相談員マニュアル」を作成し、関係者の参考に供する予定。

セミナー 相談会

➀かながわ県⺠センター 9/28（⼟） 16 4 横浜市後援
➁    〃 1/18（⼟） 10 4 市後援（➃も）
➂TVKハウジングプラザ横浜 11/9（⼟） 12 2 TVK共催
➃相鉄不販・いずみ野店 1/13（⽉祝） 10 3 相鉄不動産共催

⼩⽥原市 おだわら市⺠交流センター 10/13（⽇） ⼩⽥原市後援
藤沢市 藤沢商⼯会館 10/26（⼟） 9 2
横須賀市 横須賀産業プラザ 11/16（⼟） 20 2 横須賀市後援
川崎市 TKP貸会議室 11/23（⼟） 11 4
相模原市 杜のホールはしもと 12/1（⽇） 7 3 相模原市共催
厚⽊市 あつぎ市⺠交流プラザ 12/14（⼟） 8 1
鎌倉市 鎌倉商⼯会議所 12/15（⽇） 9 0 鎌倉市後援
三浦市 三浦市市⺠交流センター 1/25（⼟） 23 8 三浦市共催
平塚市 ひらつか市⺠活動センター 2/1（⼟） 24 3 平塚市後援

合計 159 36

＊台⾵の為中⽌

参加者（名or組）

横浜市

エリア 会場 実施⽇ 備考

⽇程 テーマ 講師
➀ 9/2 神奈川県の空き家問題 神奈川県県⼟整備局建築住宅部

の現状 住宅計画課 須賀崇之⽒
➁ 9/4 空き家相談のポイント FPオフィス ノーサイド

管理・活⽤・処分の実務 代表 橋本秋⼈⽒
➂ 9/15 不動産市場の現状と売却 （⼀社）全国空家流通促進機構

＆有効活⽤のツボ 代表理事 ⽥中裕治⽒
➃ 〃 不動産の相続、贈与、譲渡 （公認）不動産コンサル

の基礎知識 ティングマスター 志村孝次⽒
➄ 〃 空き家・空き地の利活⽤と （⼀社）まちなか整備・管理

売却の実際 機構理事 野島勇⼀⽒

開催形態 会場（エリア） ⽇数 参加者（組） 備考
横浜 13 16 第1・3⼟曜(臨時含む）

藤沢 8 3 第2・4⼟曜
⼩⽥原 2 4 10/20、11/3
横須賀 2 1 11/24、12/1
川崎 2 0 12/8、12/15
厚⽊ 2 2 12/22、1/13

10/27、11/17
1/26、2/9

合計 33 28

定期

東⼭⽥（横浜）

不定期

4 2



ファーストコンタクト強化事業 （NPO法人岐阜空き家・相続共生ネット）

課題と目的 ①市町村の空き家担当職員には、建築、不動産、相続、税務など様々な専門知識や経験が求めら
れるが、数年で職員の異動があるため、経験豊かな職員が専門的な相談に乗るのが困難。
②入れ替わりの激しい市町村空き家担当職員に対して早期の空き家相談基礎能力向上を図り、相
談者とのファーストコンタクトの質を高めることが必要。

取組内容 ①NPOの空き家相談士を行政窓口に配置し、行政職員とバディを組んで空き家相談を実施。
②県内市町村空き家担当職員へのファーストコンタクトのスキル強化のための研修会を実施。

成果 ①バディ制度の結果、よりスピーディーな問題解決、専門相談、継続支援が可能になった。
②初任者でもわかりやすいファーストコンタクト用の問診票、継続支援用のフォローシートを作成。

相談時に参考にできる用語や事例解説などのコンパクトな空き家相談サブテキストを作成。

【取組内容の概要】

市町村空き家担当職員

空き家担当としての基礎研修
空き家相談事例のグループワーク

①空き家相談バディ事業

②行政版空き家相談士育成事業

空き家相談サブテキスト
（すぐ使える用語集、事例集）

空
き
家
相
談
、
空
き
家
問
題
の
早
期
解
決



空き家対策コーディネーター相談体制拡充（京都府行政書士会）

課題と目的
市窓口への相談・ 問い合わせ等の前段階での解決、 及び市窓口への電話や窓口来訪の場で
の解決により 、 市職員の負担軽減、 一元窓口の維持及び本来業務への注力に寄与する。

取組内容
①相談員や専門家の研修・ 育成 ②地域の専門家等と の連携体制の構築
③相談事務の実施 ④発展知識集作成

成果
①18回の相談員育成研修実施 ②研修講師の派遣、 連携事業の実施
③行政窓口への常駐による相談事務の実施 ④『 空き家対策基本書 発展知識集』 作成

①相談員や専門家の研修･育成

空き家の相談は多種多様

相談員には周辺･関連知識が必須

必要な周辺･関連知識につき

｢専門相談員育成プログラ ム｣
を9種18回に亘っ て実施

66名が全プログラ ムを履修

育成プログラ ム要旨を取り まと め

④発展知識集作成

③相談事務の実施

京都市まち再生･創造推進室の空き家相談窓口に
令和元年10月1日以降、

｢全ての平日に2～3名の相談員が常駐｣
し 、 同窓口の空き家相談を担当

相談対応実績は

｢ 1,479件 （ 窓口 61 件、 電話 1,418 件） ｣

②連携事業の実施

・ 育成プログラ ムにおける研修講師派遣の依頼

・ 連携事業と し ての相談会の実施（ 2/22）



専門家等で構成するＮＰＯ法人による西播磨地域全域を対象とした空き家総合相談事業（NPO法人Goodstock）

課題と目的 平成30年度に立ち上げた西播磨空き家相談センターの拡充を目的とし、各地域のまちづくり会社等に空き家相談
センター機能を開設する。各地のまちづくり会社に空き家情報が集約されることで、地域づくりの観点からも空き家
の諸課題が解決しやすい状況を目指す。

取組内容 ○西播磨各市町にブランチ（支店）の立ち上げと専門知識の拡充
○地域課題に応じた専門家連携（地域の専門家等との連携体制の構築）
○NPO法人GSとブランチによる空き家の総合的相談（相談事務の実施）

○ブランチごとの相談実績の分析、相談対応者の役割整理

成果 4地域のまちづくり会社等にブランチを設置し空き家相談対応を開始。各地域の実情に合わせた
形での相談対応、空き家情報の収集を行った。

ブランチ（支店）

・ノウハウ提供
・情報提供
・相談業務
・管理業務
・調査業務

佐用町（株式会社コバコ）
毎週水・金に開所。行政と連携を図りながら相談対応を
進める。SNSなどで独自広報をすすめる。

各ブランチの詳細

過疎地（山間部、港町）、離島、中規模都市の４パターンでの空き
家相談を実施・検証できた。

相生市（株式会社ハマコク）
相生市の港町相生にて空き家相談対応。常設センターを
設置せず、自治会等の情報から空き家情報を収集。

姫路市家島町（家島空き家対策協議会）
カフェに空き家相談機能を設置。地元住民を集めての空
き家マップづくりをおこない、空き家情報を収集。

加古川市（加古川まちづくり舎）
加古川駅すぐの寺家町商店街にて店舗等の空き家を調査。
週１日の常設相談所を開所。



常設「空き家対策拠点」の整備と情報の取りまとめ・公開 （桑折まちづくりネット）

課題と目的 ・常設の「空き家相談所」を開設することで、相談者が気軽に訪問できる体制
を確立。相談件数の増加を図り、空き家問題解決の加速化を狙う。

・過去の空き家情報を整理。「空き家相談所」に常備することで、関係者の
情報共有を図るとともに相談業務の円滑化を推進する。

取組内容 ①常設「空き家相談所」の開設と相談業務実施 ②空き家情報の収集・整理
③空き家相談会・セミナーの実施 ④関係他団体へのセミナー実施
⑤空き家の継続詳細調査の実施 ⑥公式サイトの開設と情報公開

成果 ①常設「空き家相談所」オープン。認知度が上がり、他町からの問い合わせも。
②上記に加え、空き家相談会・セミナーの実施により相談件数が増加。
③空き家の継続調査と資料の収集により、町の空き家傾向の把握が可能に。

■常設「空き家相談所」の開設 ■関係他団体へのセミナー実施



空き家調査員育成プロジェクト （株式会社三友システムアプレイザル）

課題と目的 「空き家調査員育成 × 空き家トリアージ ＝ 空き家の資源化」
～ 特色ある各地域において普遍的な仕組みを構築する。

取組内容 ①地域人材を活用した空き家調査員を育成
②地域専門家と、地域性、経済性を考慮した空き家トリアージを実施
③「空き家の資源化」の取り組みを広く公開（報告会の実施）

成果 ①Webアプリケーションを使った「空き家調査システム」の開発・運用
②新潟県佐渡市： 地域主導の「空き家調査員育成プロジェクト協議会」による実行
③北海道鷹栖町： 鷹栖町の都市政策に適合した「空き家の資源化」の提案
④調査員育成講座、空き家トリアージ検討会、成果報告会の全てのプロセスを公開



課題と 目的

･田村地域における空き家に関する相談は増加傾向にあるが、 案件によっ ては経済的要因・ 人的要因が複
雑に絡まり 合っ ているため、 次のステッ プに進むまでに時間を要するこ と が課題と なっ ている。
･地域に根づいた形での相談窓口の運営・ 相談事務の実施および研修会を通じ た相談員等の育成強化に努
めると 同時に、 空き 家リ ノ ベーショ ンプロジェ ク ト を実施&プロセスの情報公開し ていく こ と で、 相談
員の育成コ ンテンツと し ての活用、 相談窓口の対応力の強化(ノ ウハウ化)、 利活用のモデルケース創出
などを通じ て、 空き 家対策に関する地域の理解を促進し 、 空き家問題をスムーズに解消できるよう ス
テッ プアッ プに取組む。

取組内容
①空き家の相談窓口での相談対応
②リ ノ ベーショ ンプロジェ ク ト を通じ た、 相談員の育成&空き 家利活用事例の創出
③空き家所有者と 利活用希望者のマッ チング支援

成果
①空き家に関する相談対応累計７ ９ 件 ※２ ０ １ ９ 年１ 月～２ ０ ２ ０ 年２ 月２ ０ 日時点
②空き家の利活用を目的と し たリ ノ ベーショ ン事例創出１ 件
③移住を前提と し た空き 家の利活用マッ チング事例創出１ 件 ※書面合意済み（ 進行中）

福島県田村地域における持続的空き家対策推進のための相談体制強化事業( 株式会社ジェ イ アール東日本企画)

取組内容 成果

･「 田村地域空き家の窓口」 での相談事務の実施。
･首都圏等での出張相談会の実施。

･空き家のリ ノ ベーショ ンプロジェ ク ト 実施。
･相談員育成に向けた各研修の実施。

･地域の専門家等と の連携体制の構築
･利活用希望者と 所有者と のマッ チング機会創出

リ ノ ベーショ ンプロジェ ク ト を通じ た、
相談員の育成& 空き 家利活用事例の創出

空き家の相談窓口での相談対応

空き家所有者と 利活用希望者の
マッ チング支援

1

2

3

空き家に関する
相談対応累計

空き家
リ ノ ベーショ ン事例

空き 家の
マッ チング事例創出

7 9 件
※２ ０ １ ９ 年１ 月～２ ０ ２ ０ 年２ 月２ ０ 日時点

1 件

1 件
※書面合意済み（ 進行中）



NPO法人「 く ら すむ滋賀」設立
・「住まい記憶史」手法を通じた空き家利活用 ・『住み継ぐネットワーク』（地域×所有者×専門家×NPO）による空き家利活用支援
・民泊法を活用した市街化調整区域における空き家利活用促進デザイン ・人材育成の継続、更なる多様なネットワークづくり

「住まい記憶史」調査
家屋所有者の想いを社会学者と
建築士のチームが人生史調査を実施

リノベーションまちづくり栗東（RMR）設立支援事業（栗東市）

課題と目的 美しい家屋が住み継がれ後世に紡いでいくため、所有者の語りから暮らしや家屋への想い、建築様
式に込められた暮らしの経過に寄り添い、「住まいの記憶史」として取りまとめるとともに、総合的に家
屋を継承する仕組みを創出することを目指す。

取組内容 ①「住まいの記憶史」聴き取り調査 ②「住まいの記憶史」ポスター型リーフレット製作
③「住まいの記憶史」調査ガイドライン作成 ④専従スタッフ等の人材育成、NPO団体の設立
⑤移住者や空家相談員等の交流 ⑥市街化調整区域における民泊法活用ロードマップの作成

成果 ①空家所有者等への聴き取り調査（３世帯延べ8回） ②ポスター型リーフレット製作（3種類）
③「住まいの記憶史」調査ガイドライン作成、報告会の開催 ④NPO団体の設立（認可申請準備中）

空き家相談員（地域）
× RMRスタッフ
× 専門家

総合的空き家対策ネットワークを構築

人材育成 ネットワーク構築

市街化調整区域での

民泊法による利活用
促進デザイン

「住まい記憶史」デザインブックをもと
に、建築士や専門家が民泊法による

利活用方策・仕組みをデザイン

住み継ぐネットワーク

所有者

NPO 専門家

地域

「住まい記憶史」
デザインブック
（マッチングツール）

民泊法による利活用スキーム

農家民泊

農家民宿

民泊新法



地域の多主体が連携した空き家対策の拠りどころの創出（信濃大町まち守舎）

課題
と

目的

【 課題】 地域内で別々の取組（ 連携不足） ・ 空き家が空かない（ 情報不足） ほか
【 目的】 地域の多主体（ 高校・ 大学・ 住民・ 自治会・ 企業・ 行政ら ） が日常的に活躍・ 連携し 、 山
遊びから 移住相談・ 旅から 移住希望者・ 家主等の地域内外の様々な相談対応や関わり し ろの機会を
提供する空き家対策の拠り どこ ろ（ 場・ 機能・ ウェ ブ） の創出による連携促進、 情報生産・ 共有。

取組
内容

①空き家相談窓口の設置、 ②まち歩き「 大町わがまち案内人」 の開催、 ③「 空き家の学校」 の開催、
④空き家の相談会の開催、 ⑤イ ンスペク ショ ンの促進、 ⑥空き資源カ ルテ（ 主にイ ンタ ビュ ー記
事） の作成、 ⑦コ ミ ュ ニティ サイ ト （ 人ベースの不動産情報） の開設

成果

こ れまで見えなかっ た地域における、 空き資源情報の生産→共有→試用の場の創出を地域のステー
ク ホルダー(住民・ 高校・ 大学・ 企業・ 行政ら )で協働実践（ プロセスを共有） するこ と で中間支援
活動の輪郭を形づく る可能性が示さ れた。 事業実施の成果物と し て、 相談窓口・ 大町わがまち案内
人・ 空き家の学校・ 空き家の相談会の実施報告及び空き資源カ ルテを作成し た。

朝日新聞（ 2020 . 1 . 23朝刊） ▶

取組内容 実施数 参加数

定例会議 12回 147人

相談窓口対応 29回 46組

出張相談・ 現地視察 3件 -

「 大町わがまち案内人」 8回 61人

空き 家の学校 ６ 回 104人

空き 家の相談会 １ 回 10人

イ ンスペク ショ ン 2件 -

空き 資源カ ルテ ３ 件 -

メ ディ ア掲載 11件 右欄参照

日付 掲載紙 見出し

8月22日 大糸タ イ ムス ”資源”に着目 古材のリ ユース

10月2日 大糸タ イ ムス ”ガラ ンド ウ”から 発想期待

11月23日 大糸タ イ ムス 不動産で建物検査体験

12月12日 大糸タ イ ムス 大町に活動「 ベース」 誕生

12月14日 大糸タ イ ムス わがまち案内人と 水路巡る

1月22日 大糸タ イ ムス まち歩きで魅力新発見

1月23日 朝日新聞 大町の空き家活用へ相談拠点

1月29日 大糸タ イ ムス 官学連携まちづく り 広がる

2月2日 中日新聞 電器店一新 町の拠点に

2月20日 日本経済新聞 移住ラ イ フ の発信拠点

2月27日 大糸タ イ ムス 古地図手に散策 歴史触れる

▼成果一覧 ▼メ ディ ア掲載一覧

➡ 現在構築中のコ ミ ュ ニティ サイ ト へ
記事と し て実装（ 来春本格稼働予定）

※実施数・ 参加数: 2020 . 2 . 28現在の実績



具体的な取組内容⑥
• 学区のにぎ わい・ 活気
を 支え る 学生や子育て
世帯の住ま いと し て の
空き 家の活用コ ーディ
ネート 等

• 留 学 生 ス タ デ ィ 京 都
ネッ ト ワーク 、 京都市
空き家相談員等と 連携

具体的な取組内容④
• 空き家の活用、 適

正管理、 除却等の
コ ーディ ネート

• 遠方にお住まいの
所有者等への見守
り サービスの提供 等

具体的な取組内容⑤
• 組織への信頼感に基づく
住まいの相談への対応

• 空き 家化の予防に向けた
提案・ コ ーディ ネート 等

具体的な取組内容①②③⑦
• 学区の空き 家対策の担い手と なる組織の
設立、 人材育成、 専門家等のネッ ト ワー
ク の構築

正親住民
福祉協議会空き家

所有者等 学生、子
育て世帯

（利活用希
望者）

学区住民

（500名を
超える後期
高齢者等）

「 あきや・ まちづく り・ せいしんサポーター」

専門家、 建築・ 不動産関係事業者、 大学、
銀行、 社会福祉協議会、 幼児園等

「あきや・まちづくり・せいしん」プロジェクト（正親住民福祉協議会）

課題と目的 路地や建物が密集し、高齢化が進展する背景のもと、学区の福祉活動に取り組んできた住民福祉
協議会が中心となって災害に強いまちを目指す「防災まちづくり」の一環として空き家対策を推進

取組内容 ①空き家対策の母体となるNPO法人の設立 ②学区住民とNPO法人を繋ぐ人材育成 ③各種専門
家等とのネットワークの構築 ④空き家所有者等のコーディネート ⑤地域住民への寄り添い・コー
ディネート ⑥空き家利活用希望者等のコーディネート ⑦空き家対策ハンドブックの作成

成果 ①NPO法人あきや・まちづくり・せいしんの設立 ②人材育成講座（4回開催） ③専門家との連携
④空き家・相続・登記相談会の開催（5回開催済） ⑤空き家所有者等アンケート実施（8所有者）
⑥利活用プランの検討（4物件） ⑦留学生宿泊施設としての活用に向けた大学への提案（3大学）

ＮＰ Ｏ法人
あきや・

まちづく り ・
せいしん

目指す学区の目標像

子ども から 高齢者まで、
全ての住民が安全・ 安心に
いつまでも 住み続けら れる

にぎわいのあるまち

町内
会等

人材
育成

京都市、 上京区

連携

構成員 として参画



全国空き家相談ネットワーク構築事業（全国不動産コンサルティング協会）

課題と目的 広域的な空き家対策情報の提供と相談体制の整備

取組内容 ①遠隔地空き家相談員の育成 ②地域の相談窓口・相談体制等に関する調査（ネット調査、アン
ケート調査、現地調査）、専門家等との連携に関する調査 ③相談実務の実施 ④全国の空き家対
策情報の見える化（のろしシステム）

成果 ①広域空き家相談対応マニュアルの作成、遠隔地空き家相談員研修 ②地域相談窓口・体制の
確認と状況の把握 ③相談会の開催、電話相談「全国空き家相談ホットライン」の開設、遠隔地相
談モデル事業、空き家相談ツナグくんの実施 ④全国の空き家対策情報（のろしシステム）ホーム
ページの開設

取組内容

①遠隔地空き家相談員の育成
・広域空き家相談対応マニュアル作成のための検討
・遠隔地空き家相談員研修会の実施
・「広域空き家相談対応マニュアル」（パイロット版）の作成

②地域の相談窓口・相談体制等に関する調査
・地域の相談窓口・体制、専門家等との連携に関するネット調査を実施
・地域の相談窓口・体制、専門家等との連携に関するアンケート調査を実施
・地域の相談窓口・体制、専門家等との連携に関する現地ヒアリング調査実施
・各調査結果の分析と全国空き家相談窓口情報（のろしシステム）への反映

③相談実務の実施
・「全国空き家相談ホットライン」の開設
・広域地区合同相談会を東京で2回開催
・セミナー＆広域空き家相談会を大阪で開催
・広域空き家問題解決のためのモデル的取組を実施

④全国の空き家対策情報の見える化（のろしシステム）
・全国空き家相談窓口情報（のろしシステム）の検討
・「全国空き家ホットライン」ホームページ（パイロット版）の作成

主な成果物

広域空き家相談
対応マニュアル
（パイロット版）

全国空き家相談
ホットライン

全国空き家ホットライン
全国空き家相談窓口情報
（のろしシステム）
ホームページ（パイロット版）

空き家相談ツナグくん
（スカイプを活用した空き家相談）

アンケート調査
集計結果
（回答463自治体）



空き家対策の担い手強化・連携モデル事業（一般社団法人全国古民家再生協会）

課題と目的 空き家問題に対して、全国のシルバー人材センターの会員に対して木造住宅簡易鑑定士を通じ木造住宅、空き家に対する
知識を育成し空き家の調査ができる人材を育成するとともに、空き家発生抑制に向け住教育インストラクターや一般市民に対
して周知ができる体制を構築する。

取組内容 ①木造住宅簡易鑑定士 講習、実技講習会の開催
②住教育・空き家発生抑制に伴うセミナー各種の開催
③住生活月間と連携したセミナーの開催

成果 木造住宅簡易鑑定士の資格者の輩出ならびに、実際の業務を実施。地域での連携体制を構築。
自治体や関係機関と連携した住生活セミナーや空き家発生抑制に通じるセミナーを開催し空き家発生抑制等の知識を有し
た人材を輩出。

①木造空き家簡易鑑定士
講習、実技講習会の実施

②住教育・空き家発生抑
制に伴う

セミナー各種の開催

③住生活月間と連携した
セ

ミナーの開催

①木造空き家簡易鑑定士 講習 開催：３０回

②住教育・空き家発生抑制に伴うセミナー各種の開催 開催：２０回

③住生活月間と連携したセミナーの開催 開催：２０回

こうした取り組みを通じ、地域での連携が進み空き家に対する意識は向上
各地自治体との空き家に関する連携協定が加速し始めた。
⇒未開催のシルバー人材センターから開催要望もあり



太宰府市内自治会組織との連携による空家予防対策モデル事業
（太宰府市空家予防推進協議会）

課題と目的 市内には、空家となる可能性の高い住まいが多く存在しており、今後も空家が増える可能性が高い。
そのため、昨年度の本事業の成果をもとに、今年度は、太宰府市内の自治会の方々を中心に、住ま
いを空家にしないための意識啓発を図る勉強会やセミナーを継続的に実施し、住まいの問題や課題
に対し、自ら行動できる人材を育て、自治会単位で行動できる人が増えるように取り組む。

取組内容 ① 地域（自治会）の担い手づくり（相談員や専門家の育成）
② 地域の専門家等との連携体制の構築 ③ 相談事務の実施

成果 • 自治会の方々に対して、アプローチした結果、住まいの担い手として、今後の住まい方
について考えられるような知識を伝えるとともに、福祉会や長寿クラブ連合会等とつな
がりができ、福祉による体制づくりも見込める状況ができた。

• シルバー人材センターや商工会内のくらしのサービスセンター等と見守りや連携体制強
化を図った。

• 暮らしの相談窓口において、特定空家対象物件を3件、解決に導いた。
• 空家予防の観点から、「独居老人の空家部屋」等を活用するなどこれからの住まいの

使い方のモデルの実践を図った。

取組内容 主な成果
情報発信（HP）ツールの作成

空家サミットの実施独居老人の空部屋等の
利活用の企画と実践

② 地域の専門家等との連携体制の構築
●自治会とのネットワークや見守りの体制の素地づくり
●福祉関係者（ケアマネジャー、民生委員等）との連携
●空家予防推進協議会の体制づくり

①地域（自治会）の担い手づくり
（相談員や専門家の育成）

●自治会を対象に月3回程度、相談会
や講座等を開催（昨年度より継続）

●住まいを空家にしないためのカリ
キュラムに沿った空家セミナーを開
催（昨年度より継続）

●住まいを空家にしないための太宰府
市内を対象とした空家サミットの開催

③ 相談事務の実施

●相談窓口を継続的に運営し、物件
の調査・管理などを行う。

●相談窓口で対応できる事項等をま
とめ、周知ツール作成し、市民に
周知を図る

意向等を反映
相談事項等を反映助言等を行う

小校区福祉部において勉強会の実施



空き家ワンストップ相談体制構築事業（ときがわ移住相談連絡協議会）

課題と目的 空き家を活用して町内への移住の促進とともに、農林業・木材産業などの地域産業の活性化を図る
ため、地域の事業者・団体の連携で空き家ワンストップ相談の仕組みを構築する。

取組内容 ①空き家所有者の意向、既移住者、福祉関係者、移住支援機関のヒヤリング調査の実施 ②空き
家所有者向け相談の試行 ③空き家ワンストップ相談の実施体制検討

成果 ①空き家所有者向け相談、移住希望者向け相談の体制づくり ②空き家所有者向け町内相談所の
開設 ③移住希望者向けの都内相談所の開設 ④ホームページの立ち上げ、パンフ作成

■パンフ

回答 159人

回収率 45％

無料相談会 2人

電話相談 16人

合計 18人

就農 2人

民泊 1人

家具 2人

起業支援 1人

ボランティア 1人

他 1人

合計 8人

■既移住者ヒヤリング

■空き家所有者相談

■空き家所有者意向

■相談所の開設

■取組内容



鳥取県における官・民・地域が連携した空き家の掘り起こし～利活用促進の体制強化
（とっとり空き家利活用推進協議会）

課題と目的 行政や専門家団体等の連携により空き家相談体制の強化を図るとともに、啓発活動や人材育成等の
連携活動を通じ空き家利活用の促進強化を図る。

取組内容 ①専門家団体による相談体制の構築 ②相談体制の周知、無料相談会の実施など
③地域団体との連携、人材育成強化など ④行政や教育機関等との連携活動の推進

成果 ①ワンストップ相談窓口と連携体制の整備 ②空き家ガイドブックの作成、 空き家無料相談会の開催
③先進地視察等による人材育成 ④空き家利活用シンポジウム、学生デザインコンペによる意識啓発

取組の概要 主な成果

 相談対応体制の構築（ 窓口と専門家の連携、ホームページからの相談入力機能追加）

連携体制
の構築

相談入力
サイト整備

• 空き家に関するさまざまな
情報を冊子形式に集約。
（ A4 判・2 0 頁構成）

 空き家ガイドブック  空き家無料相談会

• 各分野の専門家が対応。
• 県内３ 会場で春と秋に開催。
（ 相談: 1 1 9 組・1 6 2 件）

 空き家利活用シンポジウム

• 地域の意識啓発を主目的に
市町と協力して開催。
（ 2 地域で約2 0 0 名来場）



登米市空き家アップサイクル化連携プロジェクト
（特定非営利活動法人とめタウンネット）

課題と目的 空き家があることによって、建物の劣化による景観の悪化や近隣住民が不安に感じるなど、様々な問題が生じる。空き家発生の
事由を明確にし、多様な空き家対策ができるように専門家や民間事業者、行政等が連携し問題に取り組み、空き家をアップサ
イクル化していくプロセスを見出す。

取組内容 ①空き家対策のエキスパート（相談員）の育成 ②登米市空き家対策連携協議会の設立 ③常設の空き家相談窓口の新設
④空き家対策セミナーの開催 ⑤空き家先進活用事例視察

成果 ①空き家に不安を抱える人たちの相談窓口を設立するために、相談員が個人のプライバシーを保護し、親身に対応するための
ポスピタリティ研修と相談実務研修を行った。
②登米市の空き家対策の拠点となる協議会を登米市担当者及び、地元不動産会社、行政書士事務所、空き家問題を抱える
地区の行政区長、民生委員等に参集いただき、準備会議を経て、登米市空き家対策連携協議会を設立した。
③空き家対策のプラットホームとして相談員が常駐している空き家相談サポートセンターを開設し、チラシ等でPRし、相談者の対
応を行った。
④空き家活用セミナーは２月２２日開催、株式会社スリーデイズに伊藤氏に来ていただき、「空き家を地域資源に変えて楽しい
街をつくる」の演題のもと、空き家を利活用して店舗のする具体的な例をお話いただいた。
⑤空き家を先進的に活用している事例を研修するため、京都のNPO法人京都泉山、東京のNPO法人空き家活用プロジェクトを
訪問し、ご指導いただいた。

【具体的な取り組み内容】
①空き家対策のエキスパート（相談員）育成
9月20日 ホスピタリティ研修 8名
10月18日 相談実務研修 10名
②登米市空き家対策連携協議会の設立
9月10日、10月11日、10月18日 準備会議
11月6日 隣の栗原市栗駒町六日町で空き家対策を進める地域おこ
し協力隊の方を招いて栗原地域での事例を発表していただいた。
12月20日 協議会設立総会
③常設の空き家相談窓口の開設

空き家対策のプラットホームとして登米市空き家相談サポートセン
ターを10月1日より開設した。
空き家相談会を10/5、19、11/2、16、12/7、21、1/11、25に実施。2月
も8日と22日に開催する。
④空き家活用セミナーの開催
2月22日午後２時、アルテラスおおあみ 多目的ホールにて開催。参
加者１５名。

⑤空き家先進地活用事例視察
11月29日 ＮＰＯ法人 京都泉山（京都府）視察
11月30日 ＮＰＯ法人 空き家活用プロジェクト（東京都）視察

9月20日 ホスピタリティ研修の様子



長崎県空き家相談総合窓口開設事業（一般社団法人 ながさき住まいと相続相談センター）

課題と目的 相談者と専門家をつなぐ総合窓口として、空き家問題に直面している人々や今後空き家になる可能
性がある「空き家予備軍」に対し、問題解決の手助けを行い、空き家を減らし、安全な社会の実現と
市民の生活向上を目指す街づくりの一助となることを目的とする。

取組内容 ①業務内容の告知②相談員の育成・研修の実施 ③空き家調査実施 ④各専門家と連携した相
談会の実施 ⑤空き家調査の実施・利活用・除去等の対策提案

成果 ①チラシ・パンフレット作成、自治会との連携、ＨＰへ活動内容掲載 ②研修会の実施 ③空き家調
査の実施④相談会の実施 ⑤相談窓口での相談対応・個別相談にてお客様の問題解決

【取組内容】
●業務内容の告知
チラシやパンフレットを作成し、新聞折込、ポスティン
グ、ＤＭ送付などで認知を高める。ＨＰを活用する。

⇓

●研修会の実施
毎回別の講師による空き家、相続に関する研修会を
行い、相談員の知識を深める。（計7回）

⇓

●空き家調査の実施
西諫早ニュータウン内の現地空き家調査⇒空き家Ｍ
ＡＰ作成⇒登記等による空き家所有者の調査⇒所有
者へのパンフレット及び文書送付。

⇓

●相談会・セミナーの実施
「空き家・相続無料相談会」実施（計5回）
「遺言書・ｴﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾉｰﾄ作成ｾﾐﾅｰ」開催（計4回）

⇓

●相談窓口での個別相談
各専門家と連携し、窓口での相談に対応し、問題解
決へ導く。

●チラシ・パンフレット作成
・タウン誌への広告掲載
・ＨＰの活用

●研修会（全７回）
・専門家による講習

●空き家調査
・空き家ＭＡＰ作成
・空き家調査票作成
・所有者送付文書作

成

●空き家・相続無料相談会／遺言書・エンディング
ノート作成セミナー

・個別相談会／全5回
延べ客数／40名

・セミナー／全4回
延べ客数／29名

●相談窓口での
個別相談

・相談件数
約12.7件／月平均



「いこま空き家流通促進プラットホーム」のコンサルティング力向上と機能拡大（奈良県生駒市）

課題と目的 プラットホームのコンサルティング力をさらに高め、かつ、空き家希望者の受け皿的機能
も備えることにより、自立性・持続性を向上させる。所有者がより相談しやすく、事業者が
より動きやすくなるよう、市の広報的支援を強化する。

取組内容 ①参画事業者のスキルアップ ②業種間連携の強化 ③プラットホームの認知度・信頼
度・自立度の向上 ④ブランド化を意識した、進化版プラットホームのパンフレット等の作
成・周知 ⑤空き家希望者の受け皿を兼ねる仕組みへ進化

成果 ①先進事例視察開催 ②設立後1年半で見えてきた課題の共有と解決策の検討 ③
所有者への広報活動、グループウェアの試行（情報共有・効率化） ④各種パンフレット
の作成 ⑤空き家利活用希望者支援の仕組みの検討・試行

①参画事業者のスキルアップ

②業種間連携の強化

●リノベーション事例の視察

視察先：大阪市中央区（みんなの不動産）

講師：末村 巧氏（合資会社マットシティ代表社員）

他 不動産オーナー２名

●アンケートの実施による課題の共有と解決策の検討

アンケートにより共有された主な課題

・支援状況を共有するためのツールが必要
・参画していない事業者との連携の是非
・効率的な事務局運営及び財源確保

●グループウェアの試行
●連携OK(原則事業者を縛らない)

●自主運営の方法検討開始

解決策

③プラットホームの認知度・信頼度・自立度の向上

●所有者への広報活動 ●グループウェアの試行
・空き家セミナーの開催
・郵便局へのパンフレットの掲示・配架
・空き家所有者向けパンフレットの作成

・情報共有の仕組みの試験的構築
・関係者のやりとりの一元化による事務

作業の効率化検討

④ブランド化を意識した、パンフレット等の作成・周知

●空き家所有者向け

●庁内及びプラットホーム参画事業者向け

●空き家利活用希望者向け

⑤空き家利活用希望者の受け皿を兼ねる仕組みへ進化

●利活用希望者支援の

コンセプト作成

●利活用希望者支援の

仕組みの検討・試行

【プラットホームによる支援スキーム（案）】



地域空き家等循環再生事業（二宮町・一色小学校区地域再生協議会）

課題と目的 ①高齢者の心身がまだ健康な内に住まいの終活と 利活用を図り 、 次世代に継承するための啓発事業を実施する。
②若い世帯の転入など地域外から の移住、 地域内での住み替え（ 以上を併せて循環居住と よぶ） を促進するため、 協議

会、 公社、 専門家、 金融機関、 関連企業等によるコ ンソ ーシアムの結成と 循環居住支援システムを構築する。

取組内容 １） 住まいの利活用講座及び断熱リ ノ ベーショ ン講座の開催
２ ） 地域の金融機関等と の連携体制の構築検討（ コ ンソ ーシアムの構築検討、 循環居住支援システムの検討、 移住コ ン
ダク タ ー制度の検討） ３ ） 逆相談マニュ アルの検討及び住まいの終活・ 利活用読本の作成

成 果 ●住まいの終活・ 利活用読本の作成●枚方信金の巡リ ズム事業を調査し てコ ンソ ーシアム結成の目標像が明確になっ た。

住まいの利活用及び断熱リノベーション講座等の開催

住まいの終活・利活用読本の作成

逆相談マニュアルの検討も踏まえ、住まいの終活・利活用読本
と一体的に作成
第一部 問いかけ編
問１ 住まいの今後への方針を聞く 内容
問２ 住まいの終活へ誘う 内容
第二部 解説編
解説１ 人生設計（ ラ イ フ プラ ン） を見直そう ！
解説２ 健康寿命を延ばそう ！
解説３ 健康に暮ら すための住まいのリ フ ォ ーム
解説４ 健康な内に住まいの利活用や相続対策を考えよう ！

地域の金融機関等との連携体制の構築検討

・ 「 人口が少し 減っ ても 衰えない街へ」
・ 「 売買相場を知り 、 地域価値を考える」
・ 「 住まいの終活準備講座」
・ 「 若い移住者と 考える空き 家と 街の編集術」
・ 「 住まいを心地よく する断熱リ ノ ベーショ ン

①コ ンソ ーシアムの構築検討
・ 枚方信用金庫の巡リ ズム事業の調査
・ 地元金融機関等と のコ ンソ ーシアム結成に向けた会合
②循環居住支援システムの検討
③移住コ ンダク タ ー制度の検討

セッション形式で行なった利活用講座

コンソーシアム結成に向けた会合開始



官民連携型「空き家の予防相談員」育成プログラム (一般社団法人ハウスサポート）

課題と目的 空き家対策を『予防』の観点から実施できる「人」と組織「連携体制」の整備
を行う。

取組内容 ①、セミナー資料：「空き家」対策の手引書を作成する。

②、「空き家」対策の手引書を利用し、消費者や関係事業者向けセミナーや
相談会を行う。
③、②から抽出された空き家問題に対して、専門家が解決策を検討する。

④、③の内容から官民連携型「空き家予防の手引書」を作成する。

成果 地域で活用できる「空き家予防の手引書」の作成（初年度の目標）

主な取組内容

セミナー資料 広報紙

主な成果

要因分析

空き家予防の手引書

空き家危険度MAP

建物利活用判定シート



福島県新地町空き家人材育成セミナー・相談会開催と相談体制ネットワーク作り事業（株式会社伴）

課題と
目的

取組内容 ①専門家による空き家セミナー・相談会を開催し専門家からアドバイスを行う。 ②地元の専門家協力者の開拓、地
区長等に訪問し協力依頼を行う。③住み替え等で戸建て購入検討の住宅ローン等は、Ｃ/Ｆ表を作成し相談者へ提
案する。 ④空き家の所有者の同意が得た場合、建物状況の実態調査を行い報告書を作成する。

成果 ①空き家セミナー・相談会を三回実施。 ②新地町空家バンクの協力者との関係構築が出来た。③新地町区長宅を
訪問し空き家情報・セミナーへの参加を頂けた。④空き家の実地調査を行い、空き家バンク登録が出来た。

取 組 内 容
• 空き家対策の重要性、早期対応の必要性。

• 専門家のアドバイス実施

• 空き家対策の関心、相談出来る環境作り

空き家セミナー
相談会開催

• 空き家バンク構成員の協力体制構築

• 新地町区長を訪問し協力願い

• 空き家情報の提供

地元専門家の

協力者開拓

• 住宅ローン・教育資金・老後資金の概算検討

• 数パターンでの検討

Ｃ/Ｆ表作成し数
パターン提案

• 空き家の実地調査

• 建物状況報告書の作成

• 空き家バンク登録

空き家の現地調
査しバンク登録

実績と成果

項目・内容 開
催

参加
人員

個別
相談

空き家セミナー 3回 21名

個別相談会 3回 13件

Ｃ/Ｆ表提案 1件 1件

現地調査・バンク登録 3件 3件

協力開拓先 名前・資格

㈲丹治電気工業 丹治寛智・宅地建物取引士・
二級建築士

新地町各地区長 -



「社会貢献型空家バンク」の稼働基盤を整備するための事業（古家空家調査連絡会・福岡市社協共同事業体）

課題と目的 空家の福祉活用にあたり、耐震性・税・相続などの複合課題に対応する専門家ネットワークを充実させる
とともに、多くのステークホルダーへ事業周知を行い事業の活性化とノウハウの蓄積を図る。

取組内容 ①専門家の研修・育成、②連携体制の構築、③相談事務、④空家の社会活用シンポジウムの開催

成果 ①パンフレットの作成及び弁護士会等関係団体への配布・協力依頼、②県宅建協会や地縁団体等の幅
広い連携先の確保、③事例創出によるノウハウの蓄積、④シンポジウムによる啓発

専門家の研修・育成・拡充

●専門家ネットワークの拡充
行政書士・土地家屋調査士がネットワークに参画し、

よりスムーズな許認可申請や物件調査を行う体制を整備

●県弁護士会への研修実施
高齢者や障がい者を対象に弁護士会が設置する

「あいゆう」にて、相談員（弁護士等）150名を対象に
研修を実施

●パンフレットの作成
空家活用の効果や具体例を紹介するパンフレット作成

連携体制の構築

●既存の相談窓口との連携
福岡市各区に設置される市民相談室や地域包括支援センター等に事業

説明を行い、相談者への情報提供などの連携体制を構築

●各士業団体との連携
県宅建協会・県土地家屋調査士会・弁護士会を訪問

し、事業説明やパンフレットの配布、連携関係の確認

●地方銀行との連携
信託の仕組みを活用し、生前や死後の遺贈による空家活用などの連携が

できるよう、協議を開始

事業周知・啓発活動

●シンポジウムの開催
2/7に多様な主体を対象にシンポジウムを開催し、空家

活用の基盤整備を促進（参加者約200名）

●県宅建協会主催セミナーでの周知
県宅建協会主催「本部講習会」にて事業説明やチラシを

配布し、空き物件を社会貢献型空家バンクで活用すること
を周知

●住民対象の周知活動
福岡市社協が発行する広報誌「ワーカーだより（1/月発行）」、ふくし

のまち福岡にて住民へ周知

相談対応を通じたノウハウの蓄積

●専門家会議
弁護士・司法書士・建築士・

宅建士・土地家屋調査士等から
なる専門家会議にて、事例検討
や専門家ネットワークの連携強
化策等について協議を実施
（計2回実施）

●プラットフォーム連絡会議
見守り・緊急対応・家財処分など支援サービスを行う事業者によるプラット

フォームにて連携を確認

空家活用サイクルの構築



むかわ町の空き家活用推進のための民間支援組織の構築事業
（むかわ町空き家活用ネットワーク）

課題と目的 ・ 平成30年９ 月発生の胆振東部地震による被災を反映し た空き家ト リ アージが未実施であるため、 空き家
全数踏査を実施し 、 被災空き 家の今後の取扱いに関する意向把握が必要

・ 町内に専業の不動産事業者がいないため、 空き 家相談等のワンスト ッ プサービスを提供する民間組織の
体制整備が必要

取組内容 ・ 空き家相談等のワンスト ッ プサービスを提供する民間組織の組成、 及び組織組成のための勉強会実施
・ 町内空き 家の全数踏査による空き家ト リ アージ実施、 及び空き 家所有者特定によるアンケート 調査実施
・ 町民向け、 空き家所有者向け相談会の開催
・ 広域連携による、 町外の空き 家所有者向け相談会の開催（ 札幌、 東京）

成果 ・空き家トリアージ･チェックリストの作成
・町内空き家全数踏査の実施
・空き家位置図･写真帳の作成
・空き家トリアージ結果の取り纏め
・空き家所有者の特定（町役場との連携）

・空き家所有者アンケートの実施、及び結果取り纏め
（町役場との連携）

・空き家相談票の作成
・相談聞き取りマニュアルの作成
・専用ホームページの開設･運営
・空き家相談ホットラインの開設･運営
・町民向け･所有者向け空き家相談会の実施
・空き家対策勉強会の開催

・むかわ町空き家活用連絡会議の組成

【むかわ町空き家活用ネットワーク構成員】
・北海道良質ストック住宅流通ネットワーク
・司法書士
・税理士
・住宅検査会社
・まちづくりコンサルタント

人口：7,870人、世帯数：4,082世帯
空き家数：309戸
世帯数に占める空き家率：7.6％
（R1/12/31現在）

【むかわ町の位置、人口、世帯数及び空き家の現況】

むかわ町

1

【取組の体系図】



空き 家スリ ーバンク （ 空き 家バン ク 、 ラ ンド バンク 、 住み替えバンク ） 推進事業（ 山形県上山市）

課題と目的 市内全域の増加する空き家の利活用を図るため物件や専門家につなぐ 空きコ ーディ ネータ ーの配置と 人材育成
本市、 中心部の空き家の増加が著し いため、 移住、 定住、 出店に空き家を資源と し て活用

取組内容
○NPO法人かみのやまラ ンド バンク 事務所開設○空き家等の募集・ 調査
○空き家コ －ディ ネータ ー育成○空き家相談会○中心市街地再生図作成

成果
・ Ｎ Ｐ Ｏ 法人かみのやまラ ンド バンク の事務所を開設し 空き家コ ーディ ネータ ーの育成と 共に相談体制の構築や中
心市街地再生図作成など

○空き 家コ ーディ ネータ ーによるマッ チング体制の構築
・ 専門家による研修会への出席
・ 明海大学と の合同研究会

○中心市街地再生図
→ワク ワク 第２ 広場と し て賑わい創出

危険空き 家を解体後、 ワク
ワク 広場を整備
→ラ ンド バンク の種地活用

１／３１ 明海大 発表会

湯町マルシェ
→人を集める「 きっ けけ」
と 魅力づく りＮ Ｐ Ｏ 法人かみのやまラ ンド バンク の事務所を開設



地域の特性にあった空き家相談窓口設置および担い手人材育成事業 （㈱LIFULL）

課題と目的
各地域ごとの空き家問題解決のため、空き家相談にワンストップで対応できる相談窓口設置に向けた体制の
構築、人材育成を行う。また、空き家の掘り起しについて、所有者向けの相談会や情報発信を通じた継続的
な啓蒙活動を行っていくことで、所有者の意識向上を目指す。

取組内容
①空き家相談の担い手や専門家の研修・育成 ②地域の専門家等との連携体制構築の検討
③空き家対策セミナー・相談会の実施 ④空き家対策ハンドブックの作成

成果
①受講者の空き家問題解決に関する知識の向上 ②連携体制構築に向けた今後の方向性の明確化
③空き家対策セミナー・相談会の企画・実施 ④空き家対策ハンドブック（２地域）

▼空き家対策ハンドブック

取 組 内 容 主 な 成 果 物

▼空き家対策セミナー・相談会
● 空き家相談の担い手や専門家の研修・育成

地域ごとに現状分析を行い、地域の特性に合った研修プログラム
を作成、研修会を実施した。

●地域の専門家等との連携体制構築の検討

各地域における専門家や関連事業者の現状について把握し、自
治体、各専門家、関連事業者と空き家相談の連携体制構築に
向けた検討会を実施した。

● 空き家対策セミナー・相談会の実施

各地域で2回ずつ空き家所有者向けに、空き家対策セミナーおよ
び相談会を実施し、各地域の相談内容を蓄積した。

● 空き家対策ハンドブックの作成

各地域の空き家所有者向けに、空き家対策に関するハンドブック
を作成した。


